建設業経営革新支援事業実施要領
（趣旨）
第１条　この要領は、公益財団法人高知県産業振興センター（ 以下「センター」という。）が、高知
県の定めたこうち産業振興基金による支援事業計画実施要領第８条第２号（以下「県実施要領」と
いう。）に基づき、建設業経営革新支援事業の実施について、必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　この要領において、建設業者等とは、中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律（平成
19年法律第70号。以下「法」という。）第２条で規定された中小企業者であり、かつ、日本標準産業分類表において大分類の建設業及びサービス業の土木建築サービス業に分類されるもの及びそのグループをいう。
ただし、建設業者等が農業へ進出にあたり、農地を利用する個人又は農地法第２条第７項に規定される農業生産法人と一体的に取り組む場合は、当該個人又は農業生産法人を建設業者等とみなすものとする。
２　建設業チャレンジ企業とは、第９条の規定による認定を受けた建設業者等をいう。
（事業の目的）
第３条　県内の建設業者等の新しい分野への進出や新技術及び新製品の開発を促すため、建設業チャ
レンジ企業を認定し、その建設業者等に対して総合的な支援を行うことにより建設業者等の経営体質の強化を図ることを目的とする。
（対象者）
第４条　建設業チャレンジ企業の対象者は、第２条に規定する建設業者等で県内に主たる事業所を有
するものをいう。
（認定の対象となる取組内容）
第５条　建設業チャレンジ企業として認定の対象となる取組内容は、次に掲げる内容に取組もうとす
るものであり、新たな取組みによって事業活動の向上に資するものとする。
(1) 承認の対象となる取組内容
①新産業の創出につながるもの
②県外または海外への展開を図ろうとするもの
③基盤となる技術の強化を図ろうとするもの
④新分野への進出や経営革新を図ろうとするもの
(2) 承認の対象となる新事業活動の類型
①新商品の開発又は生産
②新役務の開発又は提供
③商品の新たな生産又は販売の方式の導入
④役務の新たな提供の方式の導入その他の新たな事業活動
（申請手続）
第６条　建設業チャレンジ企業の認定を受けようとする建設業者等は、経営改善計画（以下「計画」
という。）を作成し、様式第１による建設業チャレンジ企業認定申請書（以下「申請書」という。）１通及びその写し１通に、次の書類を添付し理事長に提出するものとする。
(1) 定款又は履歴事項全部証明書、最近２期間の営業報告書又は事業報告書、貸借対照表、損益計
算書（これらの書類がない場合にあっては、最近１年間の財務内容を含む事業内容の概要を記載した書類）、県税の納税証明書（滞納がないことを証するもの）並びに様式第２による情報提供確認書を添付する。
２　グループで申請する場合は、参加する全ての企業者について、上記（１）の書類を添付するもの
とする。
３　第２条ただし書きによる取り組みの場合は全ての構成者が連名で行うこととし、添付資料は前項
に準じるものとする。
４　建設業チャレンジ企業の認定を受けようとする建設業者等が認定申請をするときは、建設業経営
革新支援事業費助成金交付要領第７条に規定する助成金交付申請書を併せて提出するものとする。
なお、第２条ただし書きによる取り組みの場合は全ての構成者が助成金交付申請書を連名で提出
するものとする。
（計画の要件等）
第７条　理事長は、提出された前条の申請書における経営改善計画が次に掲げる要件に適合していると認められる場合は、当該申請書等の内容について、第８条に規定する審査会の審査にかけるものとする。
(1)計画期間は５年とし、付加価値額を経営目標の指標として、計画期間である５年後の目標伸び率
は５％以上とする。
(2)付加価値額とは、営業利益、人件費及び減価償却費の額の合計をいう。
①人件費は、以下の各項目の全てを含んだ総額とする。ただし、これらの算出ができない場合に
おいては、平均給与に従業員数を掛けることにより算出すること。
・売上原価に含まれる労務費（福利厚生費、退職金等を含んだもの）
・一般管理費に含まれる役員給与、従業員給与、賞与及び賞与引当金繰入、福利厚生費、退職
金及び退職給与引当金繰入
・派遣労働者、短時間労働者の給与を外注費で処理した場合の当該費用
②減価償却費は、以下の各項目の全てを含んだ総額とする。ただし、各費用項目について把握で
きない場合においては、当該項目については省くこと。
・減価償却費（繰延資産の償却額を含む）
・リース、レンタル費用（損金算入されるもの）
（審査会の設置）
第８条　理事長は、建設業チャレンジ企業として認定を受けようとする建設業者等から提出された申
請書等の内容を審査するために、こうち産業振興基金助成事業審査会設置要領第２条第２項第１号
の規定による審査会（以下「審査会」という。）を設置するものとする。
(1)審査会の構成及び審査は、理事長が別に定めるこうち産業振興基金助成事業審査会設置要領によ
り行うものとする。
(2)理事長は、前号の規定による審査内容について、審査会から報告を受けるものとする。
（認定手続）
第９条　理事長は、審査会からの報告を受け、建設業チャレンジ企業として認定することにより特に
経営強化が図られると見込まれるものについて、建設業チャレンジ企業として認定し、様式第３に
より認定通知書を申請者に交付するものとする。
また、認定しないこととしたときはその旨を様式第４により申請者に通知するものとする。
（経営改善計画の変更に係る申請手続）
第10条　建設業チャレンジ企業の認定を受けた建設業者等の計画の変更申請は、様式第５による経
営改善計画の変更に係る承認申請書の提出により行うものとする。この場合においてその手続は、
第６条の申請手続を準用するものとする。
２　理事長は、提出された変更申請書の計画の内容が第５条の取組内容かつ第７条の要件に適合して
いるか否かについての審査は、第８条、第９条の手続きを準用し、様式第６により申請者に通知するものとする。
３　計画の変更をする場合であっても、同一年度内における実施時期の変更、設備全体の能力に影響を及ばさないような機種又は台数の変更、単価の増減等、承認された計画の趣旨を変えないような軽微な変更は、計画変更手続きを要しないものとする。
（報告書の提出）
第11条　建設業チャレンジ企業の認定を受けた建設業者等は、認定を受けて１年を経過した後から１年ごとに計画終了後の最初の決算期まで、様式第７による経営改善計画実施報告書及び決算報告書等を提出するものとする。
２　建設業チャレンジ企業の認定を受けた建設業者等は、理事長に提出したものについて、その証拠
となる書類を当該報告に係る会計年度の終了後５年間保存しなければならない。
（認定の取消し等）
第12条　理事長は、建設業チャレンジ企業の認定を受けた建設業者等において、法令若しくはこれに基づく処分に違反したとき、第11条第１項に規定する報告書の提出を拒否したとき、第14条に規定する調査を拒んだとき、又は計画に沿った事業が行われていないこと等、計画の達成が困難と認めるときは審査会に意見を求め、審査会が同様の判断である場合は、認定を取消し、様式第８によりその旨を申請者に通知するものとする。
２　建設業チャレンジ企業の認定を受けた建設業者等の計画が、中小企業の新たな事業活動の促進に
関する法律における経営革新計画に適合すると認められる時は、経営革新計画への移行に努めるものとする。
（人的支援）
第13条　センターは、建設業チャレンジ企業の認定を受けた建設業者等の計画の目標達成のため、関係機関と連携し、支援を行うものとする。
また、センターは、目標達成のため、建設業チャレンジ企業の認定を受けた建設業者等が専門家派遣事業など民間のノウハウ等をできるだけが活用できるよう支援を行なうものとする。
（調査）
第14条　理事長は、建設業チャレンジ企業の認定を受けた建設業者等に対し、その計画の目標達成状況等を把握するための調査を随時行うことができる。
（その他）
第15条　県実施要領、当該要領及び別途定める建設業経営革新支援事業助成金交付要領の規定以外
で、必要な事項については、理事長が別に定める。
附則
この要領は、平成19年9月3日から施行する。
附則
この要領は、平成20年2月14日から施行し、平成19年12月14日から適用する。
附則
この要領は、平成24年4月1日から施行する。
